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A. 研究目的 

生活習慣病の発症・重症化予防において重要とな

る健康行動（セルフケア）の促進に向け、PHR利活

用による行動変容が期待されている。一方、PHRは

その機能（データ入力、データや指標の表示（モニ

タリング）、情報提供、チャットなど）により多種

多様なものが含まれ、活用法もデータの記録等のア

プリケーションを単独で用いる場合、カウンセリン

グ等の対面と合わせた利用などが想定されている

1)。先行研究では、PHRサービス機能の特徴の整理を

はじめ、PHRサービス利活用に対する促進要因や障

壁の検討や、その効果検証が進められているが2)、

どのような対象者に、どのPHRサービス機能を、ど

のように用いれば、医療アウトカムに関わるセルフ

ケア（行動変容）につながるかは、ほとんど報告が

ない。現時点では、PHRサービスの利活用による行

動変容促進モデル等として提唱されておらず、PHR

サービス利用者（対象者）側の機能や使い方に関す

るニーズや、PHRサービスを用いた支援を担う医療

研究要旨 

本研究では、初年度から 2 年目にかけ、（1）PHR サービス利用者を対象とした無記名自記式 Web 質問票

調査【対象者側観点】、（2）PHR サービスを用いた保健指導実施者を対象としたフォーカスグループインタ

ビュー調査【支援者側観点】から、 PHR サービス利活用による行動変容促進モデルの構成概念（行動変容

のメディエーター）を抽出し、仮説としてのモデルを構築した。 

最終年度である本年度は、仮説として構築したモデルに「PHR サービスの全体像の俯瞰に関する研究」

「データに基づく行動変容効果の検証に関する研究」で得た見解を統合し、特に PHR サービスの「機能」

と支援時期（タイミング）に着目した最終的な行動変容促進モデルを構築した。構築した行動変容モデル

をもとに、自治体や企業健保等で PHR サービスを利活用したことによる行動変容や健康状態の改善等のア

ウトカムにつなげるためのアセスメント・実施・評価の観点を「プリシード・プロシードモデル」を用い

て整理した。本成果は、PHR サービスを用いた保健指導を導入している（または導入検討中の）自治体や企

業健保等、保健指導実施者側に向けたハンドブックとしてまとめ、厚生労働省 健康・生活衛生局健康課に

共有するとともに、国立健康危機管理研究機構国際医療協力局グローバルヘルス政策研究センターHP でも

公開予定である。 
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者側がどのようなモデルや仮説を念頭に置いて実践

に取り組めばよいかは、言語化されておらず、知識

の共有が進んでいない。本研究では、PHRサービス

利活用による行動変容促進モデルの構成概念（行動

変容のメディエーター）を抽出し、仮説としてのモ

デル構築を目指す。 

初年度から2年目にかけては、（1）対象者側の観

点から、Web質問票調査データの二次利用解析を行

い、PHRサービスの利活用による行動変容には対象

者の健康状態や行動変容ステージ、ITリテラシー等

を考慮した「サポート形態」や「標的行動」の検討

が必要であることを提起した。同時に（2）支援者

側の観点から、PHRサービスを用いた保健指導経験

者を対象としたフォーカスグループインタビュー調

査を実施し、修正版グラウンデッド・セオリー・ア

プローチ（M-GTA）により、導入期の支援強化やモ

ニタリング機能を中心とした利活用促進が自己制御

能力を高めるという仮説モデルの原案を作成した。 

 最終年度である本年度は、「PHRサービスの全体

像の俯瞰に関する研究」「データに基づく行動変容

効果の検証に関する研究」を統合した最終モデルを

構築し、PHRサービスを用いた保健指導を導入（検

討）中の自治体や企業健保等、保健指導実施者側に

向け、行動変容や健康状態改善につながる効果的な

サービス提供のあり方を提起することを目的とし

た。 

B. 研究方法 

行動変容促進モデルの構築 

前年度までに遂行した（1）PHR 利用者を対象とし

た無記名自記式 Web 質問票調査【対象者側観点】、（2）

PHR サービスを用いた保健指導実施者を対象とした

フォーカスグループインタビュー調査【支援者側観

点】に、①文献レビュー（アンブレラレビュー）【PHR

サービスの全体像の俯瞰に関する研究】、②参画企業

（JMDC 社、ライフログテクノロジー社）から受領し

たデータ解析の結果【データに基づく行動変容効果

の検証に関する研究】を統合した。 

まず、前年度までの研究成果より、「PHR サービス

利活用は、どのように行動変容を促進するか」の行

動変容プロセスを、類似することが示唆された行動

科学の理論；社会的認知理論（自己制御モデル）と

照合することで、概念図として提示した。続いて、

【PHR サービスの全体像の俯瞰に関する研究】【デー

タに基づく行動変容効果の検証に関する研究】の結

果から得た行動変容、健康アウトカムに関わる重要

概念をプリシード・プロシードモデルで整理すると

ともに、概念図にも追加した。最後に、整理したプ

リシード・プロシードモデルから、アセスメント・

実施・評価の観点（チェックリスト）を作成し、PHR

サービスを用いた保健指導を導入（検討）中の自治

体や企業健保等、保健指導実施者側に向けたハンド

ブックを作成した。ハンドブックは、JMDCで実際に

保健指導事業を担う部署（保健指導事業部）に確認・

助言をいただくことで妥当性を高めるとともに、厚

生労働省の健康・生活衛生局健康課にも事前確認を

いただき、表面的・内容的妥当性を担保に努めた。 

（倫理面への配慮） 

初年度実施のWeb質問票調査データの解析は、令

和3年度に実施した「生活習慣病予防のサービス開

発に向けたタイプ別支援法の検討（Web調査）」で

収集したデータを二次利用したものであり、株式会

社ハビタスケアの倫理審査委員会（2021年3月31日

付）および新潟県立大学倫理審査委員会の審査（受

付番号2102）で承認を得ている。 

PHRサービスを用いた保健指導経験者を対象とし

たフォーカスグループインタビュー調査は、新潟県

立大学倫理審査委員会（承認番号：2335）、国立研

究開発法人国立国際医療研究センター倫理審査委員

会（承認番号：NCGM-S-004823-00）で承認を得て実

施した。 

「データに基づく行動変容効果の検証に関する研

究」については、当該分担報告書で報告の通り、以

下の手続きを経て実施したものである。 

・レセプト・健診・PHRデータ等を用いたPHRの利用

と健康効果についての検討：国立国際医療研究セ

ンターの倫理審査委員会にて承認された（承認番

号: NCGM-S-004855-01） 

・食事・健康管理アプリのデータ等を用いた、アプ

リ利用と健康効果に関連する因子についての検

討：国立国際医療研究センターの倫理審査委員会

にて承認された（承認番号: NCGM-S-004907-00） 

 

 

C．研究結果 

2年目までの研究成果に【PHR サービスの全体像の

俯瞰に関する研究】と【データに基づく行動変容効

果の検証に関する研究】で得た行動変容、健康アウ

トカムに関わる重要概念を加味し、特に PHR サービ

スの「機能」と支援時期（タイミング）に着目するこ

とで、「PHR サービス利活用による行動変容プロセス」

を概念図として提示した（資料 1）。具体的には、対

象者の行動変容の「動機づけ」と「行動の強化・習慣

化」の段階各々で、PHR の「診療情報・検査結果の閲

覧機能」や「モニタリング機能」「メッセージ・チャ

ット機能」を利活用することが、対象者のセルフ・エ

フィカシーを高め、行動変容の強力な支援に役立つ

可能性を提示した。加えて、PHR の利活用は対象者本

人の自主性に任せるのみでなく、指導者などの「専門

家（人）」が導入期から適時介入し、対象者の適性（IT

リテラシーや行動変容意欲など）を見極めた上で機

能の推奨やフィードバックを行うことで、PHR 利活用

による行動変容が効果的に促進される可能性につい

ても示した。 

 PHR サービス利活用による行動変容、健康アウト

カムに関わる重要概念は、プリシード・プロシード
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モデルで整理し（資料 2）、PHR を用いた保健指導実

施時のアセスメント・実施・評価の観点（チェック

リスト）を作成した（資料 3）。本結果をもとに、PHR

サービスを用いた保健指導を導入（検討）中の自治

体や企業健保等、保健指導実施者側に向けたハンド

ブックを作成した（資料 4）。ハンドブックでは、①

PHR サービスを保健指導等で利用することにより期

待できる効果、②行動変容につなげるために着目し

たい PHR サービス機能、③②を踏まえた PHR サービ

ス利活用の各段階（利用開始前・利用開始期・利用

定着期）の要点を提示するとともに、実用化するた

めの「アセスメント・実施・評価の観点（チェックリ

スト）」、および理解を深めるための「構築した行動

変容モデル」も併載した。 

 

D.考察 

3年間の研究期間を通じ、PHR サービス利活用によ

る行動変容を考える上では、「PHR サービスの機能」

とその「利活用時期（タイミング）」を考慮するとと

もに、「対象者の（PHR サービス利活用）適性」も踏

まえることが重要であることを提示した。特に、PHR

サービスは、一定期間、継続利用することで行動変

容や健康アウトカムの改善につながることが期待さ

れる中、脱落率の高い「利活用開始（導入）期」の支

援は鍵となり、「人（専門家）」による支援も必要で

あることが示唆された。 

本研究成果は、ハンドブックとしてまとめ、PHR を

用いた保健指導の推奨マニュアルとなり得る形を提

示した。今後は、本研究で示した保健指導事業者が

PHR サービスを利活用する際のアセスメント・実施・

評価視点（いつ・どの機能を・どのように）をもと

に、自治体や保険者等における保健指導で社会実装

化を進め、効果検証をしていくことが期待される。 

 

E．結論 

【PHRサービスの全体像の俯瞰に関する研究】【デ

ータに基づく行動変容効果の検証に関する研究】と

統合し、最終的なPHR利活用による行動変容促進モ

デルを構築した。本モデルをもとに提起した「ハン

ドブック」をもとに、今後、自治体や保険者等で

PHRサービスを用いた保健指導を推進し、その効果

検証を進めることが望まれる。 
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資料1  PHR サービス利活用による行動変容プロセス（概念図） 
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資料2 PHR サービス利活用による行動変容、健康アウトカムに関わる重要概念 
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資料3  保健指導実施時のアセスメント・実施・評価の観点（チェックリスト） 


